
別紙

水源環境林整備事業標準仕様書

第１章 総則

（適用範囲）

第１条 この標準仕様書は、水源環境林整備事業に適用する。

２ この標準仕様書は、水源環境林整備事業の実行に関する一般的事項を示すもので

あり、個々の事業に関し特別必要な事項については、各施業毎に定める施業仕様書

（以下「施業仕様書」という）によるものとする。

３ 契約書、図面、施業仕様書に記載された事項は、この標準仕様書に優先するもの

とする。

４ 設計図書に関して疑義の生じた場合は、監督職員と協議の上、事業を実行するも

のとする。

５ 受注者は、信義に従って誠実に事業を履行し、かつ事業実行の細部については監

督職員の指示に従わなければならない。また、監督職員の指示がない限り事業を継

続しなければならない。ただし、契約約款第23条に定める内容の措置等を行う場合

は、この限りではない。

（用語の定義）

、 、 。第２条 この標準仕様書において 各条項に掲げる用語は 次の定義によるものとする

(1) 監督職員とは、現場監督業務を担当し、受注者に対し必要な指示、協議承諾、

契約図書に基づく事業進捗状況の管理、立会い、事業実行状況の確認等を行う者

をいう。

(2) 契約図書とは、契約書、契約約款及び設計図書をいう。

(3) 設計図書とは、仕様書、図面、現場説明書及び質問回答書をいう。

(4) 仕様書とは、本標準仕様書と施業仕様書を総称していう。

(5) 標準仕様書とは、水源環境林整備事業の実行に関する一般的事項を示したもの

である。

(6) 施業仕様書とは、各施業における具体的な実行方法の基準及び個々の契約にお

ける固有の技術的要求、特別な事項等を示したものである。

(7) 質問回答書とは、現場説明書及び現場説明に関する入札参加者からの質問書に

対して発注者が回答する書面をいう。

(8) 図面とは、入札に際して発注者が示した設計図、発注者から変更又は追加され

た設計図等をいう。

(9) 諸届とは、事業計画書、現場代理人届、その他発注者が必要と認める書類をい



う。

(10) 指示とは、監督職員が受注者に対し、事業実行上必要な事項について示し、実

施させることをいう。

(11) 承諾とは、契約図書で明示した事項について、発注者又は監督職員と受注者が

書面により同意することをいう。

(12) 報告とは、受注者が監督職員に対し、事業の状況又は結果について知らせるこ

とをいう。

(13) 連絡とは、監督職員が受注者に対し、又は受注者が監督職員に対し、事業実行

に関する事項について知らせることをいう。

(14) 書面とは、手書き、印刷等の伝達物をいい、作成年月日が記載され、署名又は

押印があるものを有効とする。なお、メールやファクシミリ等により伝達された

ものについては署名又は捺印を必要としないものとする。

(15) 立会いとは、契約図書に示された項目において、監督職員が臨場し、内容を確

認することをいう。

(16) 完了検査とは、検査職員が請負契約約款に基づいて給付の完了の確認をいう。

(17) 検査職員とは、請負契約約款の規定に基づき、完了検査を行うために発注者が

定めた者をいう。

(18) 確認とは、監督職員が事業の実行に関して、設計図書に基づき出来形、材料、

規格、仕上がり状況等について確認すること及び事業の実行に関して受注者の通

知又は申し出に基づき監督職員がその事実を認定することをいう。

(19) 同等以上の品質とは、設計図書に指定がない場合にあっては、監督職員が承諾

する試験機関の保障する品質の確認を得た品質又は監督職員の承諾した品質をい

う。

(20) 事業期間とは、契約図書に明示した事業を実行するために要する準備及び跡片

付け期間を含めた始期日から終期日までの期間をいう。

(21) 事業着手とは、始期日以降に実際の事業のための準備作業に着手することをい

う。

(22) 現場とは、事業を実行する場所、事業の実行に必要な場所及び設計図書で明確

に指定される場所をいう。

(23) 提出とは、監督職員が受注者に対し、又は受注者が監督職員に対し事業に係わ

る書面又はその他の資料を説明し、差し出すことをいう。

(24) 協議とは、契約図書の協議事項について、発注者若しくは監督職員と受注者が

対等の立場で合議することをいう。

(監督職員の指示等)

第３条 受注者は、監督職員から口頭で指示を受けたとき又は了承を得たときは、その

内容を書面として監督職員に提出し、確認を受けること。

(事業現場管理)



第４条 受注者は、常に事業の安全に留意して現場管理を行い、災害の防止に努めなけ

ればならない。

２ 受注者は、事業実行中監督職員及び道路管理者等の許可なくして流水及び水陸交

通の妨害となるような行為又は公衆に迷惑を及ぼすなどの事業方法の採用をしては

ならない。

３ 受注者は、事業現場及びその周辺にある地上地下の既設物に対し、支障を及ぼさ

ないよう必要な措置を講じなければならない。

４ 受注者は、豪雨、出水、土石流その他の天災に対しては、平素から気象情報等に

ついて十分注意を払い、常にこれに対処できる準備をしておかなければならない。

５ 受注者は、火薬、油類等の危険物を使用する場合には、その保管及び取扱いにつ

いて関係法令の定めるところに従い、万全の対策を講じなければならない。

６ 受注者は、事業現場が危険なため、一般の立入りを禁止する必要がある場合は、

その区域に適当な柵等を設け、また、立入禁止の標示をする等十分な規制措置を講

じなければならない。

７ 受注者は、事業現場には一般通行人が見やすい場所に事業名、事業期間、事業主

体名、受注者の氏名、連絡先及び電話番号、現場責任者氏名等を記入した標示板等

を設置しなければならない。

８ 受注者は、事業の実施に影響を及ぼす事故、人身事故、若しくは第三者に危害を

及ぼす事故が発生した場合又はそれらの徴候を発見した場合は、応急の措置を講ず

るとともに、速やかに監督職員に報告しなければならない。

９ 受注者は、事業現場及びその周辺の産物等の保全と火災の予防について万全の措

置を講ずるものとし、事業実行に伴って発生した雑木、草等を野焼きしてはならな

い。また、作業員等の喫煙場所を指定し、指定場所以外での火気の使用を禁止しな

ければならない。

(事業中の安全確保)

第５条 受注者は、安全に関する諸法令通達等を遵守し、常に作業の安全に留意して現

場管理を行い、災害の防止を図らなければならない。

２ 受注者は、使用する林業機械等の選定、仕様等については、設計図書により林業

機械等が指定されている場合には、これに適合した林業機械等を使用しなければな

らない。ただし、より条件に合った機械がある場合には、監督職員の承諾を得て、

それを使用することができる。

３ 受注者は、事業期間中、安全巡視を行い、事業区域及びその周辺の監視並びに関

係者との連絡を行い、安全を確保しなければならない。

４ 受注者は、作業環境等の改善を行い、快適な職場を形成するとともに、地域との

積極的なコミュニケーション及び現場周辺の美装化に努めるものとする。

５ 受注者は、安全・訓練等について、次の各号の内容を含む安全に関する研修・訓

練等を計画的に実施しなければならない。なお、事業計画書に当該事業内容に応じ

た安全・訓練等の具体的な計画を作成し、発注者に提出するとともに、その実施状



況については、事業日報に記録・保管し、監督職員の請求があった場合は直ちに提

示するとともに、検査時に提出しなければならない。

(1) 当該事業内容等の周知徹底

(2) 安全作業の周知徹底

(3) 当該現場で予想される事故対策

(4) 当該事業における災害対策訓練

(5) その他、安全・訓練等として必要な事項

６ 受注者は、所轄警察署、道路管理者、労働基準監督署等の関係者及び関係機関と

緊密な連絡を取り、事業中の安全を確保しなければならない。

７ 受注者は、事業現場が隣接している場合又は同一場所において造林事業若しくは

工事がある場合は、請負業者間の安全な事業実施に関する緊密な情報交換を行うと

ともに、非常時における臨機の措置を定める等の調整を行うものとする。

８ 受注者は、事業中における安全の確保をすべてに優先させ、労働安全衛生法等関

連法令に基づく措置を常に講じておくものとする。特に林業機械等の運転等につい

ては、関係法令に基づいて適切な措置を講じておかなければならない。

９ 受注者は、事業計画の立案に当たっては、既往の気象記録及び洪水記録並びに地

形等現地の状況を勘案し、防災対策を考慮の上実行方法及び実行時期を決定しなけ

ればならない。特に梅雨、台風等の出水期の実行にあたっては、実行方法及び事業

の進捗について十分に配慮しなければならない。

（諸届）

第６条 受注者は、本事業の実施に当たり次の書類を監督職員に提出し、確認を受ける

ものとする。

(1) 事業計画書

(2) 現場代理人届

(3) その他発注者が必要と認める書類

(事業計画書)

第７条 受注者は、事業計画書を遵守し事業を実行しなければならない。

この場合、受注者は、事業計画書に次の事項について記載するとともに雨天又

は荒天等に配慮したものとしなければならない。また、監督職員がその他の項目

について補足を求めた場合には、追記するものとする。なお、受注者は、事業期

間が短い場合等の簡易な事業においては、監督職員の承諾を得て記載内容の一部

を省略することができる。

(1) 事業概要

(2) 事業工程表

(3) 現場組織表（ 現場代理人その他技術者の有資格者表」及び「労働者の社会保「

険等加入状況一覧表」を併せて作成する。また、下請負がある場合は、各下請

負者の実行の分担関係を体系的に示すものとする ）。



(4) 機械使用計画

(5) 安全管理計画

(6) 実行方法(伐倒、集造材、運材等の各作業工程)

(7) 緊急時の体制及び対応

(8) その他

２ 受注者は、事業計画書の内容に変更が生じた場合には、その都度当該事業に着手

する前に、変更に関する事項について、変更計画書を提出しなければならない。

３ 監督職員が指示した事項については、受注者は、更に詳細な事業計画書を提出し

なければならない。

(支給材料及び貸与品)

第８条 受注者は、支給材料の提供を受けた場合には、その受払い状況を記録した帳簿

を備え付け、常にその残高を明らかにしておかなければならない。

２ 受注者は、事業完了時には、不用となった支給材料及び貸与品は、速やかに監督

職員の指示する場所で、支給材料等返納書を添えて返還しなければならない。

３ 受注者は、機械器具等の貸与品については、貸与品借用書を提出して借り受け、

貸与品返納書を添えて返還しなければならない。

(事業現場発生品)

第９条 受注者は、事業の実行によって現場発生品が生じた場合は、監督職員に報告し

指示を受けなければならない。

(事業区域)

第10条 受注者は、事業の実行に先立ち、あらかじめ事業区域の周囲等を踏査し、必要

に応じ測量を実施しなければならない。

２ 受注者は、協定の区域界の表示及び事業の区域界の表示については、位置が変動

しないように適切に保存するものとし、原則として移設してはならない。ただし、

やむを得ない事情によりこれを存置することが困難な場合は、監督職員の承諾を得

て移設することができる。

(事業実行中の環境への配慮)

第11条 受注者は、事業の実行に当たっては、現場及び現場周辺の自然環境、景観等の

保全に十分配慮するとともに、自然環境、景観等が著しく阻害される恐れのある

場合及び監督職員が指示した場合には、あらかじめ対策を立て、その内容を監督

職員に提出しなければならない。

２ 受注者は、関連法令並びに仕様書の規定を遵守の上、騒音、振動、大気汚染、水

質汚濁等の問題については、事業計画及び事業の実行の各段階において十分に検討

し、周辺地域の環境保全に努めなければならない。

３ 受注者は、環境への影響が予知され又は発生した場合は、直ちに監督職員に報告
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し、監督職員の指示があればそれに従わなければならない。

(官公庁等への手続)

第12条 受注者は、事業期間中、関係官公庁その他の関係機関との連絡を保たなければ

ならない。

２ 受注者は、事業実行にあたり受注者の行うべき関係官公庁その他の関係機関への

、 、 。 、届出等を 法令 条例又は設計図書の定めにより実施しなければならない ただし

これにより難い場合は、監督職員の指示を受けなければならない。

３ 受注者は、前項に規定する届出等の実施に当たっては、その内容を記載した文書

により事前に監督職員に報告しなければならない。

(諸法規の遵守)

第13条 受注者は、関係法令及び事業実行に関する諸法規を遵守し、事業の円滑な進捗

を図るとともに、関係法令等の適用は、受注者の負担と責任において行わなけれ

ばならない。

(実行管理)

第14条 受注者は、事業実行中、別紙「水源環境林整備事業実行管理基準」により次に

掲げる実行管理を行い、事業終了後その記録を監督職員に提出しなければならな

。 、 、 、 、 、い ただし 事業の種類 規模 実行条件等により この基準により難い場合は

施業仕様書又は監督職員の指示により他の方法によることができる。

(1) 事業進捗状況の管理

(2) 実行記録写真の管理

(交通安全管理)

第15条 受注者が公衆に供する道路を使用するときは、積載物の落下等により路面を損

傷し、あるいは汚損することのないようにするとともに、特に第三者に損害を与

えないようにしなければならない。なお、第三者に損害を及ぼした場合は、契約

約款第25条によるものとする。

２ 受注者は、他の事業者と事業用道路を共用する定めがある場合においては、その

定めに従うとともに、当該事業者と緊密に打合せ、相互の責任区分を明らかにして

使用するものとする。

３ 受注者は、公衆の交通が自由かつ安全に通行するのに支障となる場所に材料又は

設備を保管してはならない。また、毎日の作業終了時及び何らかの理由により作業

を中断するときには、一般の交通に使用される路面からすべての設備その他の障害

物を収去しなくてはならない。

(事業中の確認)

第16条 受注者は、事業中の確認のための監督職員の立会いに当たっては、あらかじめ

1121103
四角形
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監督職員に連絡しなければならない。

２ 監督職員は、事業が契約図書どおり行われているかどうかの確認をするために、

必要に応じ事業現場に立入り、立会い、又は資料の提出を請求できるものとし、受

注者はこれに協力しなければならない。

３ 受注者は、監督職員による立会いに必要な準備、人員、資機材等の提供及び写真

その他資料の整備をするものとする。

４ 監督職員による立会いの時間は、監督職員の勤務時間内とする。ただし、やむを

得ない理由があると監督職員が認めた場合はこの限りではない。

５ 受注者は、契約約款第８条第２項第２号、第12条第２項又は第13条第１項の規定

に基づき、監督職員の立会いを受け、材料の確認を受けた場合であっても、契約約

款第16条及び第28条に規定する義務を免れないものとする。

(完了検査)

第17条 完了検査に当たっては、現場代理人その他立会いを求められた事業関係者が立

ち会うものとする。

２ 受注者は、完了検査のために必要な準備、人員、資機材等の提出及び写真その他

資料を整備するとともに、測量その他の措置については、検査職員の指示に従わな

ければならない。

(跡片付け)

第18条 受注者は、事業地及びその周辺の保全、跡片付け及び清掃については、事業期

間内に完了しなければならない。

(文化財の保護)

第19条 受注者は、事業の実行に当たって文化財の保護に十分注意し、現場作業者等に

文化財の重要性を十分認識させ、事業中に文化財を発見したときは直ちに事業を

中止し、監督職員に報告し、その指示に従わなければならない。

２ 受注者が、事業の実行に当たり、文化財その他の埋蔵物を発見した場合は、発注

者との契約に係る事業に起因するものとみなし、発注者が、当該埋蔵物の発見者と

しての権利を保有するものとする。

(調査・試験に対する協力)

第20条 受注者は、発注者自ら又は発注者が指定する第三者が行う調査及び試験に対し

て、監督職員の指示により協力しなければならない。

(事業の下請負)

第21条 受注者は、下請負に付する場合には、次の各号に掲げる要件をすべて満たさな

ければならない。

(1) 受注者が、事業の実行につき総合的に企画、指導及び調整するものであるこ
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と。

(2) 契約締結前には、下請負者が具体的に特定されていること。

(3) 下請負者が押印した見積書の金額が、受注者が作成する積算内訳書に正しく

反映されていること

(4) 下請負者が指名停止期間中でないこと

(5) 下請負者は、当該下請負の実行能力を有すること

(6) 現場代理人は、受注者が直接雇用するものであること

２ 受注者は、次の各号の書類を、下請負者から徴し、又は受注者が作成して、発注

者に提出しなければならない。

(1) 受注者が作成する積算内訳書及び下請負者が押印した見積書

(2) 下請負者に充てる労働者について、労賃単価が最低賃金以上であることを証

する賃金台帳(下請負者が実質的に家族労働又はそれに類する場合であってこ

れらの書類が存在しないか、作成ができない又は困難である場合は、代替とな

る書類であっても差し支えない。)

(3) 下請負に充てる労働者について、労働者災害補償保険、雇用保険、健康保険

及び厚生年金保険の賦課状況を示す各人別の一覧表

３ 受注者は、各下請者の実行の分担関係を表示した体系図を事業関係者及び公衆が

見やすい場所に掲示しなければならない。

(事故報告書)

第22条 受注者は、事業の実行中に事故が発生した場合には、直ちに監督職員に連絡す

、 、 、るとともに 監督職員が指示する様式による事故報告書を 指示する期日までに

提出しなければならない。

(設計図書の取扱い)

第23条 受注者からの要求があり、監督職員が必要と認めた場合、受注者に図面の原図

を貸与することができる。ただし、市販されている図面については、発注者が備

えるものとする。

２ 受注者は、契約の目的のために必要とする以外は、契約図面その他の図書を監督

職員の承諾なくして第三者に使用させ、又は伝達してはならない。

(周辺住民との調整)

第24条 受注者は、事業の実行に当たり、地域住民との間に紛争が生じないように努め

なければならない。

２ 受注者は、地元関係者等から事業の実行に関して苦情があった場合において、受

注者が対応すべき場合は、誠意をもってその解決に当たらなければならない。

３ 受注者は、事業の実行上必要な地方公共団体、地域住民等との交渉を、自らの責

任において行うものとする。この場合において、受注者は、誠意をもって対応しな

ければならない。
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４ 受注者は、前項の交渉等の内容は、後日紛争とならないよう文書等により明確に

しておくとともに、状況を随時監督職員に報告し、指示があればそれに従うものと

する。

(材料)

第25条 事業に使用する材料は、設計図書に明示した品質、規格であること。

(受注者の条件)

第26条 受注者は、素材生産又は造林事業に係る実績を有すること。

第２章 事業の実行

(一般)

第27条 各作業の実行に当たっては、第１章によるもののほか、本章によらなければな

らない。

２ 標準仕様書に明示していない事項又は疑義を生じた取扱いについては、監督職員

の指示を受け、受注者はこれに従うものとする。

３ 事業実行に当たっては、林地保全に配慮するとともに保残木や稚幼樹の保護に努

めなければならない。

４ 事業実行に伴う支障木の発生は極力防止するものとし、止むを得ず発生する場合

又は発生のおそれのある場合は、監督職員に届け出てその指示を受けてから処理を

行うものとする。

ただし、監督職員の指示を受ける前に人命の安全などのため緊急措置として止む

を得ず伐除する必要が生じた場合は、伐除後速やかに監督職員に報告しなければなら

ない。

５ 受注者は事業上必要な諸施設の内容、設置箇所等については、監督職員の指示に

従い、所定の手続を経て実行するものとする。

６ 事業実行に当たっては、諸法令及び諸通知に示す指導事項を遵守しなければなら

ない。

７ 当該事業に、チェーンソーを使用する作業の実施に当たっては、労働安全衛生法

に基づき必要とされている伐木等特別教育修了者を配置すること。

刈払機を使用する作業に当たっては、刈払機取扱作業者に対する安全教育修了者

を配置すること。

事業地内の火災及び山火事防止については、万全の措置を講ずるとともに、不注８

意から失火することのないようにしなければならない。

９ 本事業終了に際しては、事業現場等の整理、清掃し、これに要する費用は受注者

の負担とする。
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(別紙)

水源環境林整備事業実行管理基準

１ 目的

この基準は、水源環境林整備事業の実行について、契約図書に定められた事業目的

の達成並びに品質規格の確保を図ることを目的とする。

２ 適用

この基準は、標準仕様書第14条の規定に基づいて定めたものである。

３ 構成

この基準に規定する実行管理の管理項目は、次の各号のとおりとする。

(1) 実行管理 (a) 事業工程表

(b) 事業区域の確認

(c) 事業日報

(2) 実行記録写真管理 (a) 実行記録写真の撮影要領

(b) 実行記録写真の撮影と整理

４ 管理の実施

(1) 現場代理人又は担当技術者は、作業の実施の都度、その結果を記録するととも

に、その結果に基づいて適切な実行管理を行わなければならない。

(2) 測定等の数値が著しく偏向する場合、バラツキが大きい場合、所定の範囲を外

れる場合等は、その都度監督職員に報告するとともに、更に精査の上、原因を明

、 、 、 。らかにして 手直し 補強 やり直し等の処置を速やかに行わなければならない

(3) 実行管理の記録は、事業実行中現場事務所等に備え付け、常に監督職員の閲覧

に供されるように、整理しておかなければならない。

５ 管理項目及び方法

(1) 事業進捗状況管理

① 事業工程表

(a) 標準仕様書第14条に基づいて提出する事業工程表は、旬日計画表を原則と

する。

(b) 事業の進行管理は、計画と実行とを対比させた事業工程表により行うもの

とする。

(c) 事業工程表を変更する必要がある現合は、遅滞なく変更事業工程表を作成

し、監督職員に提出しなければならない。

ただし、監督職員の承諾を得た場合は、提出を省略することができる。
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② 事業区域の確認

実行に先立ち、あらかじめ事業区域の周囲等を踏査し、協定の区域界の表

示及び事業の区域界の表示を確認しなければならない。

③ 事業日報

着手から完了までの日について、天候、作業場所、作業内容、出役人員、

概略の出来高数量、使用機械及び指示、承諾、協議事項等を記入した日報を

作成しておかなければならない。

(2) 実行記録写真管理

実行記録写真管理に用いる撮影機材は、デジタルカメラを基本とし、写真の

編集、仕様、提出、撮影要領、整理等については、以下の①から⑤によるもの

とする。

なおデジタルカメラ以外の撮影機材を用いる場合は、監督職員と協議の上決

定するものとする。

① 編集

写真の信憑性を考慮し、写真編集は認めない。

② 仕様

写真の色彩やサイズは以下のとおりとする。

（a） 写真はカラーとする。

（b） 有効画素数は小黒板の文字が判読できることを指標とする。縦横比は3

：4程度とする。

（ ）100万画素程度～300万画素程度＝１,200×900程度～2,000×1,500程度

（c）写真の大きさは、L版サイズ程度とする。

③提出

(a） 提出

撮影した写真原本を監督職員の指定する電子媒体に格納し、提出するも

のとする。

、 。また印刷物としても提出するものとし その場合の印紙は印画紙とする

(b） 工事写真帳

工事写真帳の大きさは、A4版とする。

④ 撮影要領

(a) 実行記録写真は、事業完了時に確認できない部分等の証拠及び品質管理

等実行管理に役立たせるために撮影するものとし、事業着手から完了に至

るまでの実行の経過を記録し、整理編集の上、監督職員に提出しなければ

ならない。

(b) 各作業種別の実行記録写真の撮影は、別表「実行記録写真の撮影要領」

によるものとする。

⑤ 整理等
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(a) 実行記録写真の撮影と整理は、(a)によるほか、次の各項によらなけれ

ばならない。

(ｱ) 写真撮影にあたり準備すべき器材は、次のとおりとする。

・ 事業名、作業種、作業内容、日時、その他記事欄等を表示した黒板

・ 写真機(予備を用意しておくこと)

・ 被写体の寸法を表示するロッド、ポール、リボンテープ等

(ｲ) 写真撮影に当たっては、次の各号に留意しなければならない。

・ 実行の過程、出来高確認、不明視部分、共通仮設、使用機械、現地の不

一致、災害発生等の写真は、重要な現場資料であるから、その撮影は時期

を失しないよう事業の進行と並行して、適切かつ正確に行わなければなら

ない。

・ 撮影後は、できるだけ速やかに現像焼付けを行い、目的どおり撮影され

ているかを確かめなければならない。もし撮影が不完全な場合は、速やか

に撮り直しを行うものとし、再撮影不能のもの、撮り落したものについて

は、ただちに監督職員に報告して、その指示を受けなければならない。

・ 事業完了後、出来高の確認が困難なものについては、もれなく撮影の対

象とするものとする。また、出来形の確認が容易なものであっても、埋設

部分と関連して必要な部分、検査の資料として施工経過を明らかにしてお

くべきもの等については、もれなく撮影するものとする。

・ 被写体には、必ず所要事項を記入した黒板を添えなければならない。特

に構造物については、黒板等に設計の形状寸法を記入して写真中の寸法と

て比較できるようにしておかなければならない。

・ 遠景写真を除き、写真には、ポール、ロッド等の計測器具を使用して撮

影しなければならない。

・ 局部的なものであっても、事業完了後、その部分が全体の中でどの部分

であるかを明確にするため、局部とともに全体も撮影しておかなければな

らない。

・ 事前・事後を比較する場合は、同位置において撮影するものとする。ま

た、実行前の写真になるべく実行後も残る物体を入れて撮影しなければな

らない。

(ｳ) 写真編纂の際は、写真下欄等に次の各号について記述しなければならな

い。

・ 写真中の黒板で作業種、作業内容等の明らかなものは、撮影方向と作業

の説明

・ 黒板の入っていないもの又は不明瞭なものは、黒板記載事項、撮影方向

及び作業の内容

・ 構造物等で写真中の黒板に設計の形状寸法を示していないものは、形状

寸法の説明
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(別表)

実行記録写真の撮影要領

撮影区分 撮影箇所 説 明

事業着手前 事業箇所 事業地の遠景、近景等事業着手前の森林状況を撮影

事業区域 区域表示 事業区域の区域表示の周辺の状況を撮影

伐倒 伐倒箇所 立木の伐倒前と伐倒後の状況を撮影

ﾁｪｰﾝｿｰ等の使用状況を撮影

採材 各作業場所 採材を実行している状況を撮影

玉切り 各作業場所 玉切りした後の木口面を撮影

集材 集材装置 集材装置の設置状況、稼働状況及び撤収状況を撮影

先山における集材前、集材中及び集材後の状況を撮影

土場 土場 作設前、作設後の状況

掽積 掽積 使用している機材の状況

掽積前 掽積中及び掽積後の状況を撮影(木口面 長級面)、 、

裾枝払 裾枝払箇所 実施前、実施中、実施後の状況を撮影

実施前、実施中、実施後の状況を撮影枝払 枝払箇所

除伐 除伐箇所 実施前、実施中、実施後の状況を撮影

作業道 作業道設置箇所 作設前、作設中、作設後の状況

完了 事業箇所 着手前と同一箇所から遠景及び近景を撮影

その他 その他必要事項 前各号に準じて撮影
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（別紙様式第１号） 

 

水源環境林整備事業間伐施業仕様書 

 

（適用範囲） 

第１条　水源環境林整備事業間伐施業仕様書（以下「施業仕様書」という。）は、水源環

　　　　境林整備事業により実施する間伐事業に適用する。 

　２　　施業仕様書は、間伐事業の実行に関する一般的事項を示すものであり、個々の事

　　　業に関し特別必要な事項については、別に定める特記仕様書によるものとする。 

　３　　特記仕様書に記載された事項は、この施業仕様書に優先するものとする。 

（全般） 

第２条　間伐の実施に当たっては、安全に関する各種法令、作業基準を遵守し、間伐区域

　　　の状況を十分把握して、安全かつ適切な作業となるように実施する。 

（選木（選定・標示）作業） 

第３条　間伐木の選定に当たっては、以下に留意のうえ実施する。 

　　(1)　間伐木の選定は、特記仕様書に示す選木方法及びヘクタール当たり間伐本数　

　　　　に基づき、間伐区域内において、残存木（列状間伐の場合は残存列）が概ね均等

　　　　な配置となるように選定する。 

　　(2)　樹冠の配置、樹間距離、枝の枯れ上がり（樹冠長比）及び形状比等も勘案し、

　　　　傾斜木、曲がり木、被圧木などの立木を間伐木として選定する。 

　　(3)　優勢木が主体となっている場合は、将来残す立木を決定し、その立木の生育に

　　　　支障となる立木を間伐木として選定する。 

　２　　選定した間伐木は、目通り部にテープを巻き、伐倒時まで確実に保持されるよう

　　　標示する。 

　　　　また、集材まで行う区域については、適正な間伐に資することと併せ盗伐防止の

　　　ために、目通り部の標示に加えて間伐木の根元部にナンバーテープを付し、標示す

　　　る。 

　３　選木作業が完了したときは、伐倒作業前に監督職員の確認を受けなければならない。 

（伐倒作業） 

第４条　伐倒に当たっては、以下に留意のうえ実施する。 

　　(1)　伐採点は山側の地際を標準とする。 

　　(2)　伐倒は、間伐木以外の立木を損傷しないよう注意する。 

　　(3)　伐倒した間伐木は、かかり木とならないように注意するとともに、かかり木と

　　　　なった場合は、安全な作業方法により、適切に処理する。 

　　(4)　出水時等に災害の原因とならないよう、伐倒した間伐木の枝を払い、間伐木が

　　　　移動しないよう安定させる。 

　　　　　また、間伐木及び伐倒作業に伴い発生した末木、枝条等について、公道・林道

　　　　・作業道や谷等への落とし込み及びそれら付近への放置は行わない。 

　　(5)　歩道、作業道及び林道等の周辺は、伐倒した間伐木が通行の支障とならないよ

　　　　うに注意する。 

　　(6)　倒伏木、傾斜木等の伐倒に当たっては、はね返り等に備え、退避場所を確保す

1121103
四角形



- 2 -

　　　　るなど十分注意して行う。 

　　(7)　伐倒に際して既存の工作物等を損傷することのないように留意する。 

　　　　また、損傷した場合は、必ず原形どおり修理復旧する。 

（鋸断作業） 

第５条　鋸断は、伐倒した間伐木の枝と梢頭部を切り落とし、現地の地形に応じた適当な

　　　長さに切断し接地させる。集材区域において実施する造材は、伐倒した間伐木を特

　　　記仕様書に示す規格・品等の素材がとれるように切断する。 

　２　　斜面での鋸断は、鋸断後材が転がる危険性があることから、対象木の上方で作業

　　　を行うなどの作業位置に留意する。 

（片付作業） 

第６条　片付は、鋸断した間伐木が転落、流出しないよう移動、整理し、水平方向に並べ

　　　安定させる。 

　２　急傾斜地での片付は、伐根等を使用し安定させる。           

（集材作業） 

第７条　集材は、伐倒した間伐木を、特記仕様書に示す集積場所に集積する。 

　２　集材は、造林木を損傷しないよう注意するとともに、地表の損傷を極力抑えるよ　

　　う留意し、必要に応じて適切な措置を講ずる。 

　３　集積は、木口を揃え整然と行う。 

　４　集積場所が安定していない場合にあっては、荷崩れ等による被害が発生しないよう

　　に注意する。 

　５　集材は、特記仕様書に示す集積材積整理表を整理する。 

　　　なお、集積材積（素材）を測定する方法は、「素材の日本農林規格」を基本として

　　毎木検知により行うものとし、低質材については、特記仕様書に示す層積検知により

　　行うことができるものとする。 

（その他） 

第８条　間伐事業着手に先立ち、法令等に基づく届出等については、あらかじめその手続

　　　きを完了させる。 

　　　　また、手続き完了後は受理書等の写しを監督職員に提出する。 

　２　　造材等により生じた末木枝条の処理は、原則、先山に還元することとし、集積す

　　　る場合は監督職員の指示に従わなければならない。 

　３　　林業機械の使用に当たっては、関係法令等を遵守し、労働安全衛生を確保する。 

　４　　作業中、立木及び素材に著しい損傷を与えた場合は、監督職員に報告し指示を受

　　　けなければならない。 
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 （別紙様式第２号）

特 記 仕 様 書 

 

　令和　 年　 月 　日付け契約締結した「令和８年度 水源環境林整備事業（森林協中四

第８号）」については、契約書、契約約款、図面、仕様書のほか、下記に基づき事業を実

 施するものとする。

 

 記

 

 １　間伐の内容

（１）  選木の方法

 　定性　・　列状

（２）  選木本数等

 　「水源環境林整備事業（間伐）調査表」のとおり

 

 ２　採材、椪積、検知に係る留意事項

（１） 生産する素材については、下表に定めるとおり採材を行うことを基本とし、下

 表に掲げる標準の材長での採材を優先すること。

（２）  造材時に末口面に木材チョーク等でチェック表示を行うこと。

（３） 素材の椪積に当たっては、樹種毎･素材区分（一般用材･低質材）毎・材長毎に

 椪積を行うこと。

 　また、末口面を揃えて整然と椪積を行うこと。

（４）　一般用材の集積材積の測定は、「素材の日本農林規格」を基本として毎木検知

を行い、椪毎に別紙「集積材積整理表」に整理すること。 

 

 　　　素材規格等

樹種 素材区分 材長 末口径級 矢高 余尺 備考

 スギ 一般用材 3m、4m 14cm 以上 5cm 10cm
 ヒノキ 一般用材 3m、4m 14cm 以上 5cm 10cm

 

 ３　集積場所

 　別紙「集積場所位置図」に示す箇所

 



（別紙様式第3号）

事業名

所在地

調査者氏名

集積番号　 （　　　　　　　　　）

樹種 長級 径級 本数 材積 備　　　　考

島根県邑智郡邑南町高見２１２９番２７

令和８年度水源環境林整備事業（森林協中四第８号）

集 積 材 積 整 理 表



A B

割合 割合 割合 本数 割合 本数 割合 本数 区域 材積 区域 本数 材積

（本） （ｍ３） （ｍ） （ｃｍ） （ｍ） （ｃｍ） （ｍ３） （本） （ｍ３） （本） （ｍ３） （％） （％） （％） （本/ha） （％） （本/ha） （％） （本/ha） （ｈａ） （ｈａ） （ｍ３） （ｈａ） （％） （％）

い １ ヒノキ 52 1,700 476 15 22 14 20 0.22 400 88 1,830 403 50% 50% 200 50% 200 100% 400 4.58 4.43 195 0.15 24 18

い ２ スギ 52 1,000 600 19 30 18 26 0.44 200 88 20 9 100% 100% 200 200 0.10 0.10 9 20 15

計 － － － － － － － － － － － 1,850 412 － － － － － － － － 4.68 4.53 204 0.15 － －

※ 形質の区分・・・間伐木を立木の状態により次のとおり区分

　　　　　　　　　　A：正常木　　B：曲がり等の欠点はあるが、一般用材としての採材が可能なもの　　C：曲、ねじれ、割れ等の欠点が著しく一般用材としての採材が不能なもの

注）　 １）同一林小班であっても、林況・地況が明らかに異なり、ヘクタ－ル当たり間伐本数や予定する集材方法等を区分する必要のある場合には、別欄で記載すること。

２）選木・伐倒内訳は、作業道整備の状況等で変更になる場合がある。

材積 本数 材積
A,B計 C 計

集材
現地
整理

本数 材積 樹高 胸高直径 樹高 胸高直径 単木材積 本数
備考

林小班 樹種 林齢
ha当たり 平均 平均間伐木 ha当たり選木本数 総選木本数（標準） 形質の区分

（別紙様式第１号）

水源環境林整備事業（間伐）調査表
所在地 島根県邑智郡邑南町高見２１２９番２７

森　林　現　況 間　　　伐　　　木

間伐
面積
計

間伐内訳

間伐率



 

（様式２） 

水源環境林整備事業作業道仕様書 

 

 

（適用範囲） 

第１条 この仕様書は水源環境林整備事業における作業道に関する基本事項を示すもの

である。 

 

（作業道の区分） 

第２条 水源環境林整備事業における作業道は、間伐材等の集材・搬出のため林業機械等

が通行可能な規格を有するものとする。 

 

（作業道の設置） 

第３条 作業道は、以下に留意し設置するものとする。 

２ 作業道は国立研究開発法人森林研究・整備機構森林整備センターの示した路線線形を

基本とし、森林施業が合理的に実施できる位置に設置するものとする。 

３ 通行車両の走行の安全性確保、作業道及び事業地の保全等が十分図られるものとす

る。 

４ 危険箇所への設置は原則として避け、できるだけ地形・地質の安定している場所に計

画する。 

 

（作業道の規格構造等） 

第４条 作業道の規格構造その他の仕様に関する事項については、別紙１のとおりとす

る。 

 

（立木補償等） 

第５条 作業道工事に伴う立木補償費、土地使用料及びこれらに準ずる経費について、発

注者は費用負担しないものとする。 

 

（事業の実行） 

第６条 法令等に基づく届出等 

  作業道事業着手に先立ち、法令等に基づく届出、許可等を必要とする場合は、受注者

はあらかじめその手続きを完了させること。 

  また、許可後は許可証の写しを監督職員に提出するものとする。 

 

 

 

 



 

別紙１ 

作業道の規格構造その他の仕様 

 

 

第１ 規格構造 

１ 想定車両 

  林業機械（プロセッサ、フォワーダ等） 

 

２ 幅員 

3.0m を標準とする。ただし、傾斜に応じて 2.5m 又は 2.0m とすることができる。 

林業機械等の安全性・作業性の確保の観点から当該作業を行う区間に限って必要最低

限の余裕幅を付加することができる。 

 

３ 曲線部 

  利用する林業機械が通行可能なものとする。 

  ①必要に応じて最小限の拡幅を行うことができる。 

 ②拡幅は、内側を基本とする。ただし地形等に応じて外側又は両側へ拡幅できる。 

 

４ 縦断勾配 

   原則として、概ね 10°（18％）以下とする。 

ただし、土地の制約等やむを得ない場合は、短区間に限り概ね 14°（25％）程度とするこ

とができるものとする。 

 

 

第２ 測量設計 

１  測量及び調査 

  作業道の新設に係る測量及び調査の内容は、次のとおりとする。 

(1) 内容 

   1)平面測量及び縦断測量 

①ポケットコンパス等により、平面線形を中心線等に沿って測定する。 

②測点の間隔は概ね 20m 程度とする。 

   2)存置木の標示 

    伐開範囲外縁の存置する植栽木をテープ等で標示する。 

 

(2) 設計図等 

        作業道の新設に係る測量結果は、以下のとおり取りまとめるものとする。 

   1)平面図 

  適宜の縮尺とする。 



 

   2)施業図等 

①施業図及び森林基本図に路線を表示する。 

②縮尺は 5000 分の 1 を標準とする。 

 

 

第３ 伐開 

   作業道の新設に係る伐開は、次のとおりとする。 

 

区  分 適 用 条 件 

草 刈 機 伐 開 
伐開対象区域の対象木の平均胸高直径が概ね８㎝以下の場合 

 

チェンソー伐開 
伐開対象区域の対象木の平均胸高直径が概ね８㎝を超える場合 

（対象木の伐倒・玉切・枝払・片付を含む。） 

（摘要） 

 ① 伐開の範囲は、幅員に 1.0m を加えた幅を標準とする。 

 ② 伐開後は、伐倒・刈払いされた対象木等を区域外に除去・片付する。 

 

 

第４ 施工 

１  切土 

切土高は、切土のり面の安定を考慮し、1.5ｍ程度以内とする。 

（ただし、ヘアピンカーブの入口など局所的に 1.5ｍを超えざるを得ない場合を除く。） 

切土のり面勾配については、直切を標準とするが、地形、地質、土質、気象条件等の条件

に応じて切土のり面勾配を調整するものとする。 

 

２ 盛土 

  盛土のり面勾配は、1 割 2 分を標準とするが、やむを得ず盛土高が 2.0ｍを超える場

合は、１割２分より緩い勾配とする。 

(1) 盛土のり面は、締固め整形を行う。 

(2) 盛土については、地山に段切りを行った上で、概ね 30cm 程度の層ごとにバケッ

ト及び履帯を用いて十分に締め固める。 

なお、強度を有しない土質の場合は、盛土・地山を区分せず、路体全体を概ね

30cm 程度の層ごとに締め固め、路体全体として十分な強度をもたせる。 

 

３ 排水処理 

  原則として縦断勾配を可能な限り緩やかにし、かつ、波形勾配を利用することにより、

こまめな分散排水を行うとともに、排水先を安定した尾根部や常水のある沢にするなど

して、路面に集まる雨水を安全、適切に処理するものとする。 



 

 

 

４ 標準断面 

  作業道の新設に係る平均横断勾配に応じた標準断面は、設計図書のとおりとする。 

 

 

第５ 車廻し等 

   車廻し等は、効率的な施業の実行や車両の待避・駐車等のためのスペースとして、

必要最小限の規模で設置できるものとする。 

 

 

第６ 路網密度等 

   間伐材等を集材・搬出する区域の路網密度は 150m/ha 程度を上限とし、路網の間

隔は水平距離で 100m 程度を標準とする。 

 



　　作業道（林業機械道）幅員3.0m　Ⅳ型（平均横断勾配20°）

構造物なし

1:
1.
2

1.2 1.8

3.0

0.7

0.8

0.9

20°
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